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 国際機構は条約により設立される。国際機構を設立する条約（例、国連憲章）も、条

約である以上、条約に関する国際法規則の適用を受ける。ウィーン条約法条約 5 条は、

わざわざその旨を確認する規定である。 
 他方、国際機構設立条約が何らかの意味において特殊であることは広く認められてい

る。たとえば、国際司法裁判所は、ある種の経費勧告的意見（1962 年）において、“the 
Charter is a multilateral treaty, albeit a treaty having certain special characteristics”と述べてい

る（意見 p. 157）。どのような特殊な性質を持ち、それが実践的にどのような違いを生む

かについては、核兵器使用の合法性勧告的意見（WHO 要請）（1996 年）において、やや詳

しく述べられている。同意見で、裁判所は、ある種の経費勧告的意見で示した見解を確

認した後、次のように述べる（意見パラ 19）。 

 

裁判所は、国際機構設立条約の特殊性は条約解釈 1の場面で現れると考えているようで

あり、実際、上記引用箇所のすぐ後で条約法条約 31 条 3 項(b)の重要性に触れている。

そこで、条約の解釈との関連で、どのような特殊性があるかを考えてみよう 2。 
 
 国際機構設立条約の場合、条約解釈を行う権限を有する機関が特定されていることが

ある。国連憲章についてそれがないことは以前見たが、たとえば、IBRD 協定 9 条には

そのような定めがある。もちろん、UNESCO 憲章 14 条のように、当該国際機構の機関

でないものに解釈権限を与えることも可能である。 
 
 条約解釈手法についてはどうだろうか。国際機構設立条約にも通常の条約法が適用さ

れるのであれば、条約法条約 31 条から 33 条に示された（慣習法を反映していると考えら

れている）条約解釈規則が適用されることになる。その中で国際機構との関連で特に検

討すべきは、上記の核兵器合法性勧告的意見でも示された 31 条 3 項(b)である。国際司

                                                      
1 条約解釈の一般論は、国際法第一部で学ぶ。参照、酒井啓亘ほか『国際法』（有斐閣、2015
年）第 4 編第 1 章第 1 節。 
2 参照、佐藤哲夫『国際組織の創造的展開――設立文書の解釈理論に関する一考察』（勁草書

房、1993 年） 

https://treaties.un.org/doc/Publication/UNTS/Volume%201155/volume-1155-I-18232-English.pdf
http://www.icj-cij.org/docket/index.php?p1=3&p2=4&k=4a&case=49&code=ceun&p3=4
http://www.icj-cij.org/docket/index.php?p1=3&p2=4&k=09&case=93&code=anw&p3=4
http://go.worldbank.org/0FICOZQLQ0
http://portal.unesco.org/en/ev.php-URL_ID=15244&URL_DO=DO_TOPIC&URL_SECTION=201.html
http://m.kulib.kyoto-u.ac.jp/webopac/TW86186153
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法裁判所は、国際機構の機関の実行に頻繁に言及する。たとえば、ある種の経費意見で

は、  “It is a consistent practice of the General Assembly to include in the annual budget 
resolutions, provision for expenses relating to the maintenance of international peace and security.”
と述べる（意見 p. 160）。これに対しては、スペンダー裁判官が個別意見で次のように述

べている（pp. 189-190, 195）。 

 

 

どう考えるべきだろうか？ 
 規範定立を扱った講義において、ナミビア勧告的意見の以下の一節を検討した。 

 
条約解釈規則（特に条約法条約 31 条 3 項(b)（に反映された慣習法規則））を念頭にこの箇所

を改めて読むと、条約解釈という観点からはこの説明をどのように理解すべきだろう

か？ 
 
 次に、具体例を見てみよう。これまで何度も指摘してきたように（また、国際法第二部

でも学んだように）、国連憲章 39 条の「平和に対する脅威」概念は様々な場合に用いられ

http://www.icj-cij.org/docket/index.php?p1=3&p2=4&k=a7&case=53&code=nam&p3=4
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ている 3。ロッカビー事件（事実関係の詳細につき、シラバスに示した判例集参照 4）も、こ

れが問題になった事例である。この事件では、航空機爆破行為の被疑者を引き渡すこと

を米英がリビアに対して求め、リビアがこれを拒否した。安保理は決議 731 (1992)を採

択し、米英の引き渡し要求に応えることを求めた（決議 2 項・3 項）5。 
 そこで、リビアは、民間航空の安全に対する不法な行為の防止に関するモントリオー

ル条約（国連テロ関連条約サイトも参照）14 条 1 項に基づき、アメリカ合衆国とイギリスと

を相手取り、国際司法裁判所に提訴した。同条約 5 条によれば、各条約当事国は航空機

に対する不法行為に対して管轄権を設定するとされており、同条約当事国たるリビアに

もその権限があるため、リビアに対して引き渡しを求めるのは条約違反だ、と主張した

のである。 
 すると、リビアによる提訴後、安全保障理事会は決議 748 (1992)を採択した。読めば

わかるとおり（とりあえず前文と本文 1 項のみ読めば良い）、「平和に対する脅威」の認定がなさ

れ、国連憲章 7 章に基づいて「決定」がなされている。これは、国連憲章 25 条に基づ

き、リビアが決議本文 1 項に定められた義務を負うことを意味する。と同時に、国連憲

章 103 条によれば、安保理決議上の義務がモントリオール条約上の義務に優先するよう

に読める。つまり、米英は、リビアによる国際司法裁判所提訴を実質的に無意味化すべ

く、決議 748 を採択させた、と考えることができる。そこで、リビアは、安保理決議 748
は国連憲章 1 条 1 項・2 条 7 項に違反し、リビアに対して対抗できない、と主張した。

リビアは、裁判所に提出した申述書 6において、次のように述べる(p. 222)。 

 

                                                      
3 酒井啓亘「国連憲章第三九条の機能と安全保障理事会の役割――『平和に対する脅威』概念

の拡大とその影響」山手治之・香西茂編集代表『21 世紀国際社会における人権と平和：国際法

の新しい発展をめざして 下巻 現代国際法における人権と平和の保障』（東信堂、2003 年）

241 頁、松田竹男「安保理の暴走？（１）（２・完）」法学雑誌 56 巻 1 号、2 号（2009 年）1
頁、270 頁。 
4 さらに詳しくは、松田竹男「リビアに対する強制措置」静岡大学法経研究 42 巻 1 号（1993
年）33 頁。 
5 決議前文 6 段に言及されている仏・米・英の要求については、U.N. Doc. S/23306 (1991)（仏）、S/23308 
(1991)（米）、S/23309 (1991)（英）を参照。フランスは、被疑者の引き渡しまでは求めていない。 
6 リビアが裁判所に提出した申述書(Mémoire)は、裁判所サイトからダウンロードできる。 

http://www.un.org/en/sc/documents/resolutions/
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/pdfs/B-S49-0087.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/pdfs/B-S49-0087.pdf
http://treaties.un.org/Pages/DB.aspx?path=DB/studies/page2_en.xml
http://www.un.org/en/sc/documents/resolutions/
http://m.kulib.kyoto-u.ac.jp/webopac/BB01319586
http://m.kulib.kyoto-u.ac.jp/webopac/BB01319586
http://dlisv03.media.osaka-cu.ac.jp/infolib/user_contents/kiyo/DBc0560101.pdf
http://dlisv03.media.osaka-cu.ac.jp/infolib/user_contents/kiyo/DBc0560202.pdf
http://doi.org/10.14945/00008636
http://www.icj-cij.org/docket/index.php?p1=3&p2=3&k=9c&case=88&code=luk&p3=1
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【仮訳】理事会は、とりわけ平和に対する脅威の認定について裁量を有する。しかし、

それは、理事会が恣意的に認定をなすことを認めるものではない。 

 このことは、平和に対する脅威が理事会による憲章第 7 章の援用を制約するという

ことでは全くない。そうではなく、平和に対する脅威がある場合に、その場合にのみ、

理事会は第七章に基づいて行動する権限を有するのである。すなわち、理事会が、第

七章により与えられた権限を行使するというだけの目的のために平和に対する脅威が

あるとすることは認められないのである。 

 このように、ある事態が平和に対する脅威とされるのはその事態そのものの性質故

にであって、第七章により認められる措置を執ることを安保理に認めるためにではな

い。 

 
 この事件については、紛争処理手続との関連で後日改めて扱う。ここでは、決議 748
が前文において「平和に対する脅威」を認定したことが、国連憲章 39 条の解釈として、

どのように正当化されるか（されないか）を考える。 
 

以上 


